別記様式第１号
別紙１
事　業　計　画　書

１　補助事業者の概要
	名  称
	
	創業・設立
	　　　年　　月創業・設立　

	本　社
所在地
	〒

	資　本　金
	千円　

	
	
	従業員数
	　人　

	業  種
	

	事業内容
	





２　計画概要
	（１）事業名（テーマ名）

	（要約した事業名（テーマ名）を記載してください。仮称でも可）



	（２）対象事業区分（該当するものに✓）

	　□Ａ　　□Ｂ　　□Ｃ
※対象事業区分ごとの取組内容（設備導入、見える化、普及展開等）については、「３ 事業内容・目標等」に具体的に記載してください。

	（３）事業実施場所

	


	（４）事業実施期間

	


	（５）事業計画概要

	（簡潔に記載してください。事業対象区分、連携の概要、期待される効果を含めて記載してください。）













３　事業内容・目標等
	（１）背景・目的（申請理由）

	（申請に当たっての背景や、本事業の目的・位置づけ、脱炭素を手段とした価値創出・競争力強化等の方向性、事業内容の具体的なニーズ等について簡潔に記載してください）






	（２）解決すべき課題（現状・ボトルネック）

	（例：現状の事業活動・サプライチェーン上の課題、CO2排出の主な要因、データ取得上の課題、取引先・顧客等からの要請等）







	（３）事業・取組内容

	（課題を解決するための手法、本補助制度を活用して実施する具体的内容について対象事業区分（A/B/C）との対応関係が分かるように記載してください。また、支援機関やサプライチェーンに関わる関係者との連携内容・役割分担、取組成果の普及展開に向けた視点も含めて記載してください。）






















	（４）事業実施により期待される新たな価値・効果

	（本事業に取り組むことにより、どのような価値が創出され、どのような効果（可能な限り定量的に）が見込まれるのか、記載してください。また、県内企業等に対する波及効果の大きさ（想定）についても可能な範囲で記載してください。）








	（５）本補助事業を活用して行う事業目標

	（実装化（事業化・本格展開）から逆算し、どのフェーズの取組を当補助事業により行うものかを示した上で、本補助事業を活用して行う事業目標を可能な限り定量的に記載してください。）







	（６）独自の価値、先進性

	（本補助事業の先進性や従来技術等との差異等について記載してください。）







	（７）成果の普及展開計画（情報発信・横展開）

	（取組成果を県内企業等へ普及展開するための計画（情報提供の内容・公開範囲、実施方法、協力先、スケジュール等）及び、関係機関と連携して実施する内容を記載してください。）







	（８）その他（許認可、知的財産、権利関係、個人情報・守秘等）

	（許認可、契約・権利関係、知的財産の取扱い、個人情報・守秘情報の取扱い等、実施に当たり留意すべき事項や特記事項があれば記載してください）







４　実施スケジュール
	項目
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注１）本補助事業の実施期間中における事業の企画、実施、結果の集約及び事業成果物の提出までの一連のスケジュールについて、月別、項目別に分けて記載してください。
（注２）他のフォームで記載しても構いません。

５　事業実施体制
	（１）実施体制

	（本補助事業をどのような体制で実施するか、図示等により記載してください。各主体の役割分担、意思決定方法、関係者間の合意・調整状況（実施に向けた体制整備の状況）を含めてください。）













	（２）連携先一覧

	（連携先ごとに記入してください。単なる協力のみの者又は専ら委託・外注により役務を提供する者のみは記載不要です。）

	No.
	連携先名
	所在地
	役割（担当業務）

	1
	
	
	

	2
	
	
	

	3
	
	
	

	4
	
	
	

	5
	
	
	




	（３）取組実績

	（補助事業と関連する取組を自ら先行的に行っている場合または過去に行った経験がある場合には、その状況（成果等）を具体的に記載してください。）








６　補助事業終了後の実装化（事業化・本格展開）計画
	（１）実装化（事業化・本格展開）に向けた取組内容、戦略

	（補助事業で得られた成果を定着・拡大するための取組内容（設備・運用の本格展開、取引先への展開、製品・サービスの市場投入、資金調達・体制整備等）や、現時点で想定される課題、それを踏まえた戦略を記載してください。）







	（２）実装化（事業化・本格展開）スケジュール・ロードマップ

	（補助事業終了後のスケジュール・ロードマップを、可能な範囲で記載してください（例：翌年度以降の設備更新計画、CFP表示の拡大、横展開先の拡大、外部資金活用等）。）

	計画（実施）内容
	補助事業終了後

	
	１年目
	２年目
	３年目

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	






（注）他のフォームで記載しても構いません。
※　記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用してください。
3
